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横浜市（指定都市市長会 代表）

外国人材の受入環境整備に向けた取組

平成30年９月28日

横浜市国際局
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１ 指定都市市⻑会 国への提⾔

2

１ 要請内容 ※詳細は別添参照

地域における外国人材の更なる活躍に向けた取組

の推進に関する指定都市市長会提言

①中小・小規模事業者における外国人材の受入拡大

②地域における生活環境整備や地域コミュニティとの

つながり支援と推進組織の設置

２ 要請先
要請先：菅 義偉 内閣官房長官
日 時：平成 30年８月３日（金）午後３時～午後３時15分
場 所：首相官邸 ５階 官房長官室

８月３日、林 文子 横浜市長（指定都市市長会会長）が、指定都市市長会
を代表して、菅 義偉 内閣官房長官に対して要望を行いました。

地域における外国人材の更なる活躍に向けた取組の推進に関する提言

180550
タイプライターテキスト
資料２
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２ 横浜市の在住外国⼈の状況

（各年４月1日時点）

10年間で外国人が 2割以上増加。現在、約９万５千人（全国 2位）

３ 外国⼈意識調査から⾒えてきたこと

4

Q 困っていることや心配していることは何ですか？

（平成25年度 調査実施）

N＝1,505

日本語習得、雇用、医療、防災、子どもの教育等への支援ニーズが高い
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４ 横浜市における在住外国人支援の体制

5

NPO・ボランティア団体等
（451団体）

国際交流ラウンジ
(市内11か所)

横浜市国際交流協会
（地域国際化協会）

横浜市

在住外国人への多言語での情報提供・生活相談、日本語学習 等

市の多文化共生施策のもと、地域国際化協会である横浜市国際交流協会
がコーディネート役を担い、地域のNPO団体やボランティアの方々との
連携により支援を実施

５ 生活相談の取組

6

地域の外国人ニーズに応じた多言語での相談対応を実施

●国際交流ラウンジでの相談件数（H29年度）

「２２，６１６件」

●主な相談対応

・「通訳・翻訳」

・「日本語学習」

・「教育」 月 火 水 木 金 土 日

英語 ― ○ ― ― ○ ― ○

中国語 ○ ○ ○ ○ ― ― ○

ハングル ― ― ― ― ― ○ ―

ポルトガル語 ○ ― ― ― ― ○ ―

スペイン語 ― ― ○ ○ ○ ― ―

タガログ語 ― ○ ― ― ― ― ―

例：鶴見国際交流ラウンジ 多言語での相談対応

国際交流ラウンジ、地域のNPO等による多言語での生活相談を実施
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６ ⽇本語学習⽀援の取組

7

＜地域日本語教室＞

・指導者の数が20人以下の比較的小規模な日本語

教室が主体

・生徒の家族や友人との国際交流なども実施

＜横浜市国際交流協会による支援＞

市内の地域日本語教室の運営支援・連携

・日本語ボランティア研修会

・日本語教室の取組事例発表会

市民団体やNPOなどによる地域日本語教室(約120教室)の開催、

横浜市国際交流会（地域国際化協会）による日本語支援を実施

７ ⽇本語指導が必要な児童⽣徒への対応

日本語指導が必要な子どもの増加

10年で約２倍（全国は約1.6倍）
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７ ⽇本語指導が必要な児童⽣徒への対応

日本語支援拠点施設「ひまわり」の開設 2017年9月開設

日本語支援拠点施設「ひまわり」

 学校ガイダンス ４か国語対応（※1）

保護者・児童生徒に日本の学校生活
について説明、書類の記入支援、児童
生徒学習状況の確認等

 プレクラス

来日間もない児童生徒への集中的な
日本語指導と学校生活の体験の実施

 さくら教室 ８か国語対応（※2）

外国につながる小学校新１年生を対象
にした学校生活の体験、保護者を対象
にした日本の学校生活についての説明
や書類の記入支援等

来日間もない児童生徒や保護者の不安を軽減し、新たに転・編入をする在籍校で

学校生活に適応できるよう支援するための施設

※1：中国語、タガログ語、英語、やさしい日本語

※2：中国語、タガログ語、英語、タイ語、ベトナム語、ポルトガル語、ロシア語、やさしい日本語
9

対応策

８ 防災、医療に関する取組

10

●外国人震災時情報センターの設置・運営
（※）横浜市国際交流協会（地域国際化協会）

と協定締結

・震災時に外国人に対して提供が必要な情
報等の翻訳

・地域防災拠点等への通訳ボランティアの
派遣及びその調整

・外国人からの相談・問合せ等への対応

防災に関する取組 医療に関する取組

●医療通訳派遣事業

地域における連携による防災、医療の取組

・神奈川県と県内市町村が医師会
等との協力の下、NPO団体と協
力して実施

・平成29年度からフランス語を追加
し、「12言語」対応

・ 29年度 医療通訳派遣件数

「2,712件」
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９ ⽇本⼈と外国⼈の相互理解に向けた地域の取組

11

外国人が急増した地域を抱える国際交流ラウンジ
に、コーディネーターを新たに配置（2017年度）

日本人（自治会・町内会）

外国人（児童生徒の保護者）

にそれぞれヒアリングを実施。

地域の、地域へのニーズを把握（2017年度）

来日初期の外国人に知ってほしいこと、外国人が
知りたいこと、をまとめた多言語のしおりを作成・
配布（2018年度）

急増する外国人とそれを受け入れる地域社会が共に暮らしやすいまちづ
くりを目指す「多文化共生コミュニティづくり」

10 外国⼈材の受⼊環境整備に向けた機能強化の⽅向性

12

外国人支援の中間・中核的な団体である
横浜市国際交流協会（地域国際化協会）
によるNPOやボランティアへのコーディ
ネート機能を強化

外国人支援の現場である国際交流
ラウンジやNPO・ボランティア団体
への支援メニューの拡充

外国人支援に関
わる標準的なガ
イドラインを国
で定める必要性

国と地方自治体とで費用を負担し合う仕組み
づくり

地域国際化協会の機能強化が重点課題

地方自治体は、ガイド
ラインを踏まえつつ、
地方の実情を考慮し
た取組を推進

横浜市

横浜市国際交流協会
（地域国際化協会）

国際交流ラウンジ
(市内11か所)

NPO・ボランティア等
（451団体）

在住外国人への
多言語での情報提供・生活相談、

日本語学習 等

国
支

援



地域における外国人材の更なる活躍に向けた取組の推進に関する 

指定都市市長会提言 

中小・小規模事業者をはじめとした人手不足は深刻化しており、「経済財政運営と改革

の基本方針 2018」においては、生産性向上や国内人材の確保とともに、移民政策とは異

なるものとして、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人材を受け入れる新たな

在留資格を創設することとされた。 

国において、新たな在留資格の創設による外国人材の受入拡大に向けた検討が進めら

れる中、大都市においても、人口減少社会の到来や超高齢社会の進展などの直面する課

題を乗り越え、持続可能な成長を実現していく上で、地域経済を支える中小・小規模事

業者などにおける人手不足の解消が、喫緊の課題となっている。 

また、外国人材が地域社会で活躍するための環境整備として、地域における情報提供

や相談対応等の在住外国人の暮らしの中での多様なニーズへの対応、日本語支援や地域

コミュニティとのつながり支援などを更に進めていくことも求められている。

出入国管理は国の専権事項であるが、それは受入れ後の社会統合政策とともに進めら

れるべきである。 

このことから、国における新たな在留資格の創設の制度設計等に当たっては、指定都

市をはじめ地方自治体の実情をふまえ、地域における外国人材の更なる活躍を推進して

いく視点から検討するよう、以下の項目について提言する。 

１ 中小・小規模事業者における外国人材の受入拡大 

（１） 大学や専門学校等に在籍している外国人留学生は、中小・小規模事業者にとって

貴重な人材となる可能性があることから、大学等、企業、経済団体、地方公共団

体が連携して留学生の就職・定着を図る取組などに対する支援を拡充すること。

（２） 情報通信業・建設業・製造業など、高い専門性や技能等を有し、事業活動の中核

を担う人材の不足が深刻な業種において、非上場企業に就労する際の在留資格申

請の手続きを簡素化するなど、中小・小規模事業者による一定の専門性・技能を

有し即戦力となる外国人材の受入・育成の拡充に取り組むこと。

（３） 大都市部において深刻な人手不足が顕著な介護分野については、介護福祉士の資

質の担保を図るための育成支援を充実させるとともに、介護福祉士国家試験の試

験回数の拡大など、介護福祉士の資格が取得しやすくなるよう試験制度を見直す

こと。また、介護福祉士を目指して来日した外国人留学生の人材確保を図るため、

2022年度以降における外国人留学生の准介護福祉士が介護できる環境を整備する

こと。

２ 地域における生活環境整備や地域コミュニティとのつながり支援と推進組織の設置 

「経済財政運営と改革の基本方針 2018」で掲げられた「生活ガイダンスの実施、住

宅の確保、生活のための日本語習得、相談・苦情対応、各種行政手続に関する情報提

01181224
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供などの支援を行う仕組み」の構築など、地域における生活環境整備や地域コミュニ

ティとのつながり支援の充実に向けては、地方自治体や NPO・市民ボランティアの活動

など、地域の実情に応じた様々な取組が行われている。 

このことから、地方自治体の意見をふまえ、国において外国人政策を総合的に調整・

推進する組織を設置し検討を進めるとともに、必要な財政措置を講じること。 

 

 

 

平成３０年７月２３日 

指 定 都 市 市 長 会 



平成 30（2018）年 9月 28日（金） 法務省「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策検討会」 

 

 

（公財）浜松国際交流協会（HICE
ハ イ ス

） 多文化共生社会に向けた取り組み・課題・提言 

１．浜松市の外国人住民の特徴 

①ブラジル国籍が 4割      ②永住など長期定住者が 8割  

外国人住民数 23,145人（人口比 2.8％）2018年 4月 1日現在      （人） 

 

ブラジ

ル

9,007

フィリ

ピン

3,699

中国

2,499

ベトナ

ム

2,155

ペルー

1,713

韓国

1,182

インドネ

シア 929

その他 1,961

２．浜松市多文化共生都市ビジョン（2013年～現在第 2次） 

ポイント 多様性を生かす 

 ★支援から協働へ（for⇒with） 

 ★外国人のためのものではなく全ての人のため 

３．HICEの取り組みの姿勢 

 ①行政の枠を超えた柔軟で迅速な取り組み 

 ②外国人当事者の力・視点を生かす 

 ③専門職としてコーディネート 

 

４．HICE事業 ～４つの柱～ 

■多文化共生のまちづくり 

（外国人住民サービス） 

多言語相談（人権保障） 

日本語学習支援（自立のため） 

次世代支援／地域共生 

多文化防災／多様性を生かし 

たまちづくり 

■グローバル人材育成 

 （受入れ社会の理解と変容） 

  

国際交流／国際理解 

■ボランティア・市民活動支援 ■情報収集・提供 

 

５．HICE事業 ～重点事業を中心に～ 

 

①メンタルヘルス相談・ペアレントトレーニング 

  ブラジル人心理士 2名配置（相談と精神科への同行通訳） 

外国人の子どもの発達障がいが多い 

②浜松版日本語コミュニケーション能力評価システムに基づいた日本語教室 

  行政の保障する日本語教育（外国人学習支援センター、市委託による NPO日本語教室） 

交流の場としての日本語教室（おしゃべりタイム、市民活動の日本語教室） 

③不就学ゼロ作戦事業・キャリア支援・就学前の子どもと保護者支援 

  年間 6回約 200軒訪問調査（外国人の子どもの教育を受ける権利を保障するために） 

定時制進学が多い外国人生徒の進路・キャリア支援 

外国人託児所の質の向上 

④地域共生推進 

  個別の自治会支援・地域共生自治会会議 

⑤災害時多言語ボランティア養成研修 

  7言語約 50人 

  避難所となる自治会との連携 

⑥若者のエンパワメント（外国につながる若者グループ COLORS活動促進） 

  「78カ国の浜松市民が大集合」、定時制高校でのワークショップ 

⑦国際理解教育（ex.マジョリティ側から考える多文化共生） 

アクティブラーニングを取り入れ、自立した市民が「対話」して社会をつくることを 

目指す 
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６．課題と提言 

①雇用の調整弁としての外国人「労働力」ではなく 

 ⇒ まるごとの「人」を受け入れる覚悟を（中小企業は技能実習生を「技術」で再雇用） 

②法的根拠に基づいて予算をともなった社会統合政策が必要 

  日本語教育推進基本法の整備 

  通訳制度の整備（医療通訳・相談通訳）⇒ 医療保険の中で通訳を 

  義務教育化（公教育の目的再考：「日本人」⇒「この社会を構成する人」の育成） 

③人々の心に働きかける＝「多様性があることは誰もが生きやすい社会」 

  「少子高齢化」「人口減少化社会」のためではなく「個人の幸せ」 

④取組体制の整備＝専門職を適正な予算で配置 

  日本語教師、通訳、コーディネーターなど 

 

日本人が多様化している現実 
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